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国家戦略特区ワーキンググループ ヒアリング（議事要旨） 

 

（開催要領） 

１ 日時 令和３年11月12日（金）16:00～16:33 

２ 場所 永田町合同庁舎７階703会議室等（オンライン会議） 

３ 出席 

＜ＷＧ委員＞  

座長   八田 達夫 アジア成長研究所理事長  

            大阪大学名誉教授  

 座長代理 原  英史 株式会社政策工房代表取締役社長 

委員   阿曽沼 元博 医療法人社団滉志会社員・理事 

委員   落合 孝文 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 パートナー弁護士 

  ＜提案者＞ 

        山口 功作 高松市スマートシティアドバイザー 

高松市スーパーシティ構想アーキテクト 

        小澤 孝洋 高松市総務局参事・デジタル推進部長 

        金川 邦広 高松市総務局デジタル戦略課長 

        伊賀 大介 高松市都市整備局建築指導課課長補佐 

＜事務局＞ 

山西 雅一郎 内閣府地方創生推進事務局次長 

黒田 紀幸 内閣府地方創生推進事務局参事官 

喜多 功彦 内閣府地方創生推進事務局参事官 

 

（議事次第） 

１ 開会 

２ 議事 高松市から再提案があったスーパーシティに関する規制改革の提案内容 

３ 閉会 

 

 

○喜多参事官 本日は、10月15日に高松市から再提案がありましたスーパーシティに関す

る規制改革の提案につきまして、提案内容の具体化等のためのワーキンググループヒアリ

ングを実施いたします。 

 資料の取扱いについてですが、高松市からの提出資料は公開予定、規制所管省庁からの

回答は暫定版であるため非公開の予定、また、本日の議事については公開予定です。 

 それでは、八田座長に議事進行をお願いいたします。 
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○八田座長 こんにちは。御参加どうもありがとうございます。 

 それでは、本日は高松市から大体７～８分で今度の再提案の概要についてお話をいただ

き、その後、委員で質疑をしたいと思います。 

 高松市、どうぞよろしくお願いいたします。 

○小澤部長 よろしくお願いします。早速、説明させていただきます。 

 高松市のスーパーシティ構想の再提案でございますが、４月に提案させていただいた本

市の目指す都市像である「フリーアドレスシティたかまつ」を実現するための提案として、

移動データを鍵としてあらゆるサービスをつなげていく、４年間、都市OSを活用してきた

高松ならではのオープンなデータ連携基盤を築いていくという、この全体像は維持したま

ま、さらにフリーアドレスシティたかまつをパワーアップさせる起爆剤として、今回、三

つの規制改革の再提案、特にデジタルマップ基盤である高松版ベース・レジストリの整備

というところで、デジタル田園都市国家構想のモデル都市を実現しようという提案をさせ

ていただいております。 

 全体概要ですけれども、交通分野と防災分野は、これまでに提案したサービスに関する

規制改革でございます。あとは連携基盤のところでデジタルマップを御提案しております。

この一つ目の交通分野の「バタクス」に関する提案については、先日の９月30日の特区ワ

ーキンググループヒアリングで御議論いただいて、国土交通省とも議論を深めております。

実証実験も行っておりますので、今回は割愛させていただきます。この後、防災分野の「逃

げ遅れゼロ」に関する気象業務法の話とベース・レジストリの話を御説明いたします。 

 防災分野の「逃げ遅れゼロ」についてでございますが、高松市がこれまで４年間、スマ

ートシティの取組として進めてきた強みを生かして、リアルハザードマップとかマイポー

タルといった一人一人に合わせた、きめ細やかな情報発信によって自主避難を促進してい

くようなサービス展開になっております。 

 市民にいち早く情報を発信して自主避難していただくためには、データに基づいた水位

予測を行い、できるだけ早くお届けしたいのですけれども、予測結果を配信すること自体

が気象業務法上の洪水及び気象予報に該当するということで実現困難でございました。 

 気象庁が一級河川、二級河川については洪水予報の対象としておりますけれども、市町

村が管理している準用河川とか普通河川、より小さい水路みたいなところについても予報

を行うことできめ細やかな情報提供ができるのではないか、高松市で地域のローカルなデ

ータを使って市民に対して洪水予報をやりたいという御提案になっております。 

 前回、夏に頂いた国土交通省からの御回答によりますと、洪水予報業務については、こ

れまで気象庁以外の者には許可を行っていないが、今、有識者会議において、気象庁以外

の者における洪水の予報業務の許可についても検討しているところであるという御回答を

いただいております。 

 ただ、その報告書も確認させていただきましたが、確かに民間への、これは民間に自治

体も含むと思いますけれども、許可については緩和の方向性が示されていますが、まだ気
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象予報士の介在の必要性ですとか、あと情報提供の範囲を限定しているなど、このあたり

が我々のやりたいサービスを考えますとちょっと使いにくい可能性があるのではないかと

いうことで、改めて規制緩和について３点、御提案させていただきました。一つ目の許可

については、４月から御提案していました本市への洪水に係る予報業務の許可でございま

す。二つ目は、気象予報士の設置義務の緩和ということで、ローカルなデータを使って市

の管理する河川について予報する、自動的に予測を行うために、気象予報士の設置義務や

予想業務の独占要件の緩和をお願いしたいということでございます。加えて、三つ目とし

て、予報の提供先の範囲については、事前に同意を得て契約を結んだ人に対してしか提供

できないというのが報告書の方向性にありましたが、できるだけ簡易な方法で、できるだ

けオープンデータの形でやりたいというのが我々の思いですので、スーパーシティ構想の

中で住民合意を得ていく中でオープンな形での情報発信ができるように緩和していただき

たいというのが逃げ遅れゼロの話でございます。 

 駆け足でございますが、次に、ベース・レジストリの説明に移らせていただきます。 

 スーパーシティ構想で、我々は、移動のデータを鍵にしていくということを申し上げま

したが、これまで防災、物流、交通、離島と色々なサービスを考えていくに当たって、そ

れぞれのサービスごとにバラバラなマップが出てきてしまいます。そこをもう少しマップ

を一元化していきたいというのが考えでございます。特にデータそのもののデジタル化が

進んでいない以上に、基盤となる行政サービスがきちんとデジタル時代に合わせたDXがで

きていないのではないかということで、一元的なマップを作るためにベース・レジストリ、

台帳類をデジタル化していきたいという御提案になります。 

 今、デジタル庁のほうでもベース・レジストリということで、資料13ページの上にあり

ますように、データについてオープンにしていきましょう、ベース・レジストリを整備し

ていきましょうということを掲げておりますけれども、「土地・地図」とありますが、マ

ップに関するベース・レジストリについては、まだ検討が不十分であると考えております。

特に自治体が保有する道路、河川、下水、農業、建築といった様々なマップに起因するよ

うなデータをデジタルにしていくためには、バラバラの管理法令でバラバラに整備するの

ではなくて、地域で活用できるデジタルマップを一元化していきたいと考えております。 

 また、行政手続の観点でも、今、申請から写しの発行まで30分以上お待たせしたりとか、

紙で保管しなければいけない物理的な空間の限界があったり、業務改善の視点でもデジタ

ル化の恩恵は非常に大きいと考えております。 

 今回、移動情報に加えて地図の情報を基盤として整備していきたいということを御提案

しておりますが、やはりコスト的にも非常にかかるということもございますので、地方で

DXを推進するためのロードマップ、地図情報を構築するためのロードマップを御提案した

いと思っております。 

 16ページは管理法令の課題でございますが、道路、河川、下水道、公園、建築を例で挙

げましたが、それぞれ別々の関係法令になっておりまして、それぞれ図面に載せなければ
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ならない情報ですとか、地形地物でありますとか、縮尺ですとか、求められる条件がバラ

バラになっています。これを全てそれぞれ満たしたような形でデジタル化するのは非常に

コストもかかります。画像でそれぞれ持たなければいけないということで、これをできる

だけデジタル時代に合わせた効率的な持ち方に変えていきましょうということを御提案し

ております。 

 17ページはマップの画像の部分と属性情報を置いてあるデータの部分を分けながらうま

く効率的な持ち方をしましょうという御提案でございます。 

 管理法令の話で言いますと、保管義務です。それぞれの台帳の管理法令ごとに保管義務

を定めておられまして、これからデジタルの時代、デジタルマップを持つと、必ずしも市

のサーバーで全部持つわけではなくて、民間が持つ部分、市が持つ部分に分かれていった

とき、渾然一体とした全体で保管という話になってくると、これまでの管理法令上の保管

義務は考え方に合わないのではないかという考えで規制緩和を御提案させていただいてお

ります。 

 これらが実現しますと、各サービスの横のつながりがより強化されまして、官民連携し

た新しいサービスがどんどん生まれていくのではないかと考え、今回再提案をさせていた

だきました。 

 駆け足でございますが、私の説明は以上でございます。 

○八田座長 ありがとうございました。 

 委員の皆様からお話を伺う前に一つだけ伺いたいのですが、洪水の水位予測に関してで

す。役所のほうとしては事前に契約をしてほしいということが、オープンデータをしたい

ということの希望と違うということでしたが、この契約の相手が市に対して契約して、市

がこれをオープンにするという形の契約では無理なのでしょうか。そこだけまず伺いたい

と思います。 

○小澤部長 我々の理解ですけれども、予報自体の主体、高松市が予報して高松市から情

報発信をしたいというのがまずあります。市から提供する先の市民とそれぞれ契約を結ん

で、結んだ人に対してしか提供してはいけないとなると、ID、パスを発行してみたいなこ

とになると思いますけれども、いざ災害が起こったときに、登録していないと予報を見ら

れないような話では、非常に使いづらいですし、そこで具体的に細かく説明してみたいな

ことは、現実的に難しいので、できるだけオープンにすぐ見てもらえるような形をやりた

いと考えております。また、個別の契約というところが、画面上の同意のようなものでは

ダメみたいなことまで具体的に書かれていましたので、その方法だと我々の考えるオープ

ンな形の情報提供はできないのではないかと考えております。 

○八田座長 分かりました。私は市が提供するのではなくて民間の予測会社が提供するの

かと思ったので、今のように民間の予測会社がやって、市がまるごとオープンにするとい

う契約をしたらどうだろうかと思ったのですが、市がやるにしても、市民に対してオープ

ンにできるということに法律的な工夫ができれば済むのではないかと思うのですが、落合
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委員、何か意見はありますか。 

○落合委員 ここのところはできる限り１回の契約というか、せめて１回自治体が契約す

るだけだったり、もしくは住民の同意を取るにしても、スーパーシティの選定の中で同意

を取ったりするそのプロセスだけで済ませないと、事務的に繁雑になり過ぎて最終的に業

務のDXと反対の方向に行ってしまうというお話だと思われました。このような論点を解決

できるのであれば、契約でもいいとは思うのですけれども、いずれにしてもそこは整理し

て１回ぐらいまでだったら、１回のプロセスで終わるのであればよいということなのかな

と思っていたのですが、そういうことで高松市の方々はよろしいのでしょうか。 

○小澤部長 そうです。報告書では、リスクみたいなものも全部説明して、同意を個別に

きちんと取り、分かった人に対してしか予報の情報を渡してはいけないみたいな書き方だ

ったので、包括的に１回の同意で済むのであれば、かなり楽にはなるのかなと思います。 

○落合委員 要するに、住民の方々に意見を聞いたというときにも、同意の場合と情報的

には同じ程度の情報は全部ディスクローズした上で公表する形は多分あるわけですね。 

○八田座長 これは趣旨が非常にもっともな趣旨だから、何か工夫でうまく行きそうな感

じがしますね。では、これから離れて、どのトピックでも委員の方から御質問、御意見が

おありでしたらお願いいたします。 

 落合委員、どうぞ。 

○落合委員 まず１点目がバタクスのほうで、これは非常に素晴らしい取組だと思ってい

まして、前回のワーキンググループヒアリングでもしっかり御答弁いただいたので非常に

良かったのではないかと思います。省庁からの回答を見ておりますと、事前確定運賃の話

は提案を受けますということで、それも一つの部分だったと思いますが、５割ぐらいの範

囲での変動もというのはあると思っておりました。もう一つ、乗合と乗用の区分について

は、事前確定の点だけが受け入れられればよかったのでしょうか。 

○伊賀課長補佐 高松市の伊賀でございます。 

 事前確定の話だけでは、当然不十分であると考えております。おっしゃっていただいた

とおり、運賃変動の話は、課題がまだ残っていると認識していまして、運賃変動の条件で

あるとか運賃変動の幅を、実は今年度、実証事業の中でタクシー協会側と協業しながら、

現行のルールの中で検証していくこととしております。 

○落合委員 分かりました。そうすると、前回も議論したような５割ぐらいまで必要と認

識しました。事前確定で国土交通省の実験でやっているのが１～２割ぐらいの範囲での変

動で行っていたと思うのですが、そこを５割ぐらいに大きく伸ばすような提案を踏まえて、

実施の可否を検討していただくという形でよろしいのでしょうか。 

○伊賀課長補佐 そうです。ただ、実証事業自体が今年度末まででして、結構デリケート

なところでもありますので、そのあたりは協会側としっかり信頼関係を築きながらやって

いきたい。高松市としては明確に何割が必要なのかというのはなかなか答えにくいところ

がございますので、最大５割程度というのはいただけると、我々がやりたいことが可能で
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あると、現時点で言えるのはそういう状態というところでございます。 

○八田座長 今の点について、前回もちょっと申し上げたのですけれども、規制の眼目と

しては、儲け過ぎたら困るから料金をある程度規制したいというわけですから、一種のレ

ベニューキャップですね。総収入がコストに見合って大体何割ぐらいあればいいというこ

とにすれば、高くしたところの分だけ他の時間で安くする。そして、全体で見たらとんと

んになるようにするというようなことがあれば、元来５割でなくてももっと上でもいいの

ではないかと思います。念のために５割とか６割というのを付けてもいいけれども、やは

りどこかで引き下げるというのがないと納得性がないのではないかと思います。 

 他に何かありますでしょうか。阿曽沼委員、どうぞ。 

○阿曽沼委員 基本的な質問です。気象予報士の設置義務緩和ということですが、準用河

川、普通河川は予報による影響範囲が限定的ということに関しては、地域特性であるのか、

もしくは一般的に予報の影響範囲が限定的だということは言えることなのですか。このこ

とと気象予報士が要らないというところについてのつながりが少し理解できなかったので、

もう少し御説明をいただければありがたいと思います。 

○小澤部長 ありがとうございます。高松市が今、スマートシティの取組でも水位センサ

ーを付け、観測の対象にしている準用河川、普通河川は、普通の水路みたいなところとか、

かなり小さいところが多いので、そういったところについて一つ一つデータを見て、気象

予報士が、この予測は良いという判断を待ってから発表するということではなくて、でき

るだけ機械的に予測して迅速に発表することができたらいいのではないかということです。

また、高松市の特性として、そのような小さい河川が多いので、影響範囲が小さいのでは

ないかと考えております。 

 全国的に他の地域で準用河川がどれぐらいの大きさのものが多いのか、そこまで把握は

できていないですけれども、そのような小さい河川が多いのかなと考えています。 

○阿曽沼委員 もう１点、関与のことですが、関与しなくても全く問題ないというお考え

ですね。専門家がいなくても別に問題ないということの理解でよろしいわけですね。 

○小澤部長 そうです。モデルを作るときにはもちろん意見は聞く必要があると考えてお

りますが、その都度、発表するときには必要ないのではないかということです。 

○八田座長 では、モデルを作るときに関与を明確にするという、それから、ある程度結

果に対しても責任を負わせるというのが要るのではないですか。 

○小澤部長 そうです。 

○八田座長 さっきのお話のうち、予測の情報をオープンに公開するというのはすごく説

得性があるけれども、気象予報士が全く関与しないというのは受け手としては非常に分か

りにくいので、ある機械的な結果を出したいというのなら、少なくともそのプログラムや

何かをきちんとした責任を持って認定する人が誰かいなければまずいのではないでしょう

かね。 

○小澤部長 それはおっしゃるとおりだと思います。 
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○阿曽沼委員 関与のあり方ということについて、何か義務の中で個別にこれはこうしな

ければいけない、発表は気象予報士でなければいけないという要件があるのだとすれば、

関与のあり方に関して、こことここの部分はもう必要ないのではないかという具体的な例

示があると、より分かりやすいと思いました。 

○小澤部長 ありがとうございます。 

○八田座長 他にございますでしょうか。落合委員、どうぞ。 

○落合委員 最後に１点だけ。都市公園法についておっしゃっていただいた部分がありま

す。これも回答を見ると現状の法令でできるのではないかと言われているのですが、提出

していただいた資料の18ページで、段階的なベース・レジストリ強化手順というのを拝見

しますと、公園だけではなくて道路とか下水道、建築、都市計画というのが入っているよ

うに見受けられます。このため、今回、都市公園法だけを書かれていたことの意図がどう

なのだろうと思いました。つまり、資料23ページの再提案に他の法令も指し示す必要はな

いのでしょうかというのが一つです。また、とりあえず勝手に定めていいというふうには

回答に書かれているのですけれども、都市公園法の中では技術基準とかが定められている

ので困るといったようなことがないのかという、この二つの点をそれぞれ伺えればと思い

ます。 

○伊賀課長補佐 高松市の伊賀でございます。ありがとうございます。 

 １点目の質問に対してですけれども、逃げ遅れゼロなど、公園を利活用しようというサ

ービスが今回のスーパーシティの提案の中で含まれています。そのようなこともありまし

て、都市公園法というところから、防災の視点でも使い勝手がいいということで提案して

いるというのが１点目の質問に対する答えです。 

 ２点目の質問に対しての答えになりますが、回答自体が我々には不十分かなと思ってい

まして、法令の中では保管義務がうたわれていて、施行規則の中で持っておかないといけ

ない地図の事項というのが定められています。これを全て公園管理者が持っておかないと

いけないという法の建付けになっているという認識です。 

 我々が今回提案しているのは、レイヤーごとに、例えば公園管理者が持っていない地図

も引用しながら、公園管理者が所有していなくとも連携基盤の中で地図が表現できている

のであれば、スマートでそのほうが持ち方としてはいいよねという提案をしていることか

らすると、その御回答ではまだ不十分かなというのがこちらの認識でございます。 

○落合委員 ありがとうございます。前半のほうについては、例えば道路とかの法令も御

指摘されたほうがよろしいかと思っておりました。もちろん、順序として先に都市公園法

からやっていくのはいいと思うのですけれども、他の法令も併せたほうがいいのではない

かとも思われたのですが、この点、いかがでしょうか。 

 ２点目につきましては、管理者が必ずしも持っていなくても、つまり、データ連携基盤

を持っている主体が管理者以外の者であったとしても、それを参照すればいいという形が

良いということでしょうか。つまり、例えば外部に委託してもいいとかということも含め
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て書かれているのであればそれでよく、そこの部分を確認したいということでしょうか。 

○伊賀課長補佐 まず１点目については、当然このような提案をさせていただいている以

上、都市公園法に限ったものではないという認識でございます。そこは同意見でございま

す。 

 ２点目についても、今おっしゃられたとおりで、回答としてはどういう持ち方でもいい

から持っていればいいという回答に見受けられるのですけれども、持っていないという前

提に立った際、参照という形でも保管というのが成立するかどうかという視点の御回答を

いただきたいなというところでございます。 

○落合委員 分かりました。そこの部分は提案の内容自体はよく分かるのですが、書き方

として少し分からないところがあったので、質問の立て方を若干調整していただくのがい

いのかなと思います。 

○伊賀課長補佐 ありがとうございます。 

○八田座長 それでは、他にございませんでしょうか。原委員、どうぞ。 

○原委員 大変ありがとうございます。お疲れさまです。 

 国家戦略特区の指定が適切なのかどうか、私はこれまでの特区指定の相場観から考えて

特区指定は難しいのではないかなと思いますが、いずれにしても規制改革が早急に実現で

きるようにしていけるとよろしいかと思いました。引き続き、どうぞよろしくお願いしま

す。 

○八田座長 それでは、ちょうど時間になりましたので、これをもちまして高松市のセッ

ションを終了したいと思います。高松市、どうもありがとうございました。 

 


